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目的

individual based model(以下、略して ibm)は、近年の感染症モデルとして最もパワフルなモデ

ルであり、新型インフルエンザ対策では広く用いられている 16)。また、天然痘対策にも用いられて

いる 78)。しかしながらモデルはあくまでモデルあり、実際の人の所在、移動を表現したものではな

い。モデルをより現実的に近づける努力は重要であるが、それでもやはり現実性は乏しい。逆に
本研究では、実際の人の所在、移動のデータからモデルを構築した。このような試みは既に行わ
れている 911)が十分ではない。Eubank9)らはポートランドでの人口 160万人での所在データを用い

てスモールワールド性を確認し、また、それを天然痘に応用している 10)。しかしながら、そこでは

電車を始め移動手段内での感染は考慮されていない。逆に、日本において通勤電車内でのみ
の接触を計測された研究 11)があるが、電車以外での接触が考慮されていない。したがって、所在

と移動の両方のデータを同時に扱えることは重要である。また、先行研究では感染症にとって重

要な接触場所である家庭、学校、職場を認識し、また家族内での感染がさらに学校、職場等で広
がることが表現されない。本研究では、その両者を満たす東京都市圏パーソントリップ調査 (以下、

PTデータ)の貸与を国の新塑インフルエンザ対策、バイオテロ対策企画立案のために受け、分
析を行う。本研究では特に、パンデミックにおける初発例日本侵入時の感染の広がりに着目して、
モデルを構築する。なお、天然痘と用いたバイオテロへの応用は既に行われている 12)。

またこうした実際のデータを用いた ibm は現実性の高い地理的な情報を提供する。それを正確

に地図上で表現し、対策立案の基礎的な資料にできることは、従来の ibm あるいはより単純なモ

デルでは不可能なことなので、このモデルの重要な利点である。したがって、その地図上での正
確な表現はこのモデルの有用性を決定づける非常に重要な要素となる。日本ではそうしたシミュ
レーション結果の地図上での表現は立ち後れていたが、本研究ではそれを実現することを目的の
一つとする。

方法

PTデータ 13)は、1998年 10-12月に実施された、首都圏在住 (夜間人口 3300万人)の 5歳以

上約 88万人の 1 日の移動、所在が記録されたもので抽出率は約 27%である。所在は、自宅、
学校等の別、1648 カ所のゾーン (夜間人口 15万人目安)で表示され、鉄道の乗降駅、時間も記

録されている。

このデータを用いてまず接触回数を求める。その上で、社会、電車内では半径 lm以内の人数

を推測する。社会での接触はゾーンで定義されているためにそこでの接触密度は、接触回数を
一定の (平均)面積 $(1km^{9}\cdot)$で除した数値が接触密度となる。つまり、ある時間あるゾーンでの社会
での接触を $n$ 回とすると、半径 lm以内での接触は $n\cross 3.14\cross$ 37.03 (復元倍率)/ 1000’ で与
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えられる。同様に電車での接触密度は、乗車した車両は不明であるので 10両編成で 1200m2と
してそこでの半径 lmでの人数として定義される。つまり、ある時間電車での接触を $n$ 回とすると、
半径 lm以内での接触は $n\cross 3.14\cross$ 37.03 (復元倍率)/12OO と推定される。

自然史、感染性を有する期間、無症候比率、無症候の場合の感染性、就床 (日常活動を中断

し受診)率は先行研究によった 34)。感染性は家庭および社会での感染性が $R_{0}=1.5$ になるように

調整した。

シミ $n$レーションは、海外での感染者が、感染 3日後に帰国、八王子の自宅に帰宅後感染性を
有するとした。職場は丸の内として JR中央線で通勤するとした。シミュレーション結果の地図表現
は、国土交通省国土地理院発行の数値地図 25000と ESRI ジャパンの都道府県地図情報を利用
し、ArcGIS を用いて作成した。

結果

図 1-8は初発例感染第 3日からの感染拡大の様子を示す。$O$は感染者の住所を小ゾーン単位
で表記しており、大きさはその小ゾーンでの感染者数を反映している。

考察

初発例が受診するのが感染 5日目、それから最速で対応の意思決定がなされたとして対応が
開始されるのは早くて感染 7日目である。感染 7日目の感染拡大範囲は図 14に示されているが、
地理的には首都圏全域に及んでいる。この時点での感染者数は 3032名と非常に少ないものの、
その地理的な広がりは広大である。この範囲の人口はおそら\langle 2000万人を超えると推測される。
群馬、栃木、山梨、静岡県、茨城県北部といった首都圏近隣県への感染拡大は観察されない

が、これは PTデータの限界によるものである。また、同様に大阪、名古屋、仙台、福岡等の大都
市への波及は示されていないが、これも同様の理由による。しかしながら、大都市間の交通の激
しさを考慮すれば、1日ないしは数日以内に首都圏と同様の状況になることは想像に難くない。
他方で、地方都市においては、鉄道による移動、通勤が首都圏程には発達しておらず、その意
味での感染効率は首都圏よりは低いと推測される。

結論

本稿は実際の移動データを用いてパンデミックの感染拡大状況を把握することができた。これ
は、これまでの数理モデルがあくまで仮想的な都市を想定していたのに対して、現実的な対策立
案に活用できるモデルを提示できたと言えよう。またその為には、他地城での検討も首都圏から
の長距離移動も含めて首都圏同様に進める必要がある。それによって、地方における対策、立案
に資することができると期待される。

残念ながらこうしたモデルは現時点で新型インフルエンザ対策のガイドライ $J\backslash$
14)にはまだ用いら

れていない。今後の改訂においては有用なツールになると期待される。
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